




第　１　章

年　　金
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　 毎年７ 月下旬に発送されます。 退職後は、 退職時と節目年齢 （35歳、 45歳、 59歳、 63
歳） の翌年度に発送されます。
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「保険料の納付要件」 について、 以下のいずれか
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(３）遺族給付

　「遺族給付」とは組合員または組合員であった者が死亡した場合に、遺族の該当者が
請求することのできる年金です。

②

③

①

④

　①　遺族厚生年金
　遺族厚生年金は、厚生年金被保険者（組合員又は年金受給者であった方）が、次のいずれ
かの要件に該当するときにその遺族が受給できる年金です。

　　○受給要件
ア　厚生年金被保険者期間（在職中）にお亡くなりになられたとき。
イ　厚生年金被保険者期間に初診日がある病気やけがが原因で、当該初診日から起算して
　５年を経過する日前にお亡くなりになられたとき。
ウ　障害の等級が１級または２級に該当する障害厚生年金等の受給権者が、お亡くなりに
　なられたとき。
エ　受給資格期間が２５年以上ある方が、お亡くなりになられたとき。

　　○遺族
　遺族厚生年金を受給できる遺族とは、組合員又は組合員であった方が死亡したときに
その方によって生計を維持していた方（注）をいい、遺族の順位が決まっています。

順位

遺族厚生年金

遺族基礎年金

遺族一時金

３階

２階

１階

年金払い
退職給付

厚生年金

基礎年金

公務遺族年金

3 孫
１８歳に達する日の属する年度の末日までの間にあって、未婚
の方。または、２０歳未満で障害等級１級もしくは２級にある
方のうち未婚の方に限られます。

4 祖父母
組合員又は組合員であった方の死亡時、５５歳以上の方に限ら
れます。支給開始年齢は６０歳からとなります。

４０～６５歳未満の方は共済組合から中高齢寡婦加算が上乗せ
されます。

夫
（子がいる場合、夫が優先的

に受給します）

組合員又は組合員であった方の死亡時、５５歳以上の方に限ら
れます。支給開始年齢は６０歳からとなります。ただし、遺族
基礎年金の受給権がある夫には６０歳前から支給されます。

子

（※）１８歳に達する日の属する年度の末日までの間にあっ
て、未婚の方。または、２０歳未満で障害等級１級もしくは２
級にある方のうち未婚の方に限られます。また、組合員又は組
合員であった方の死亡時、胎児であった子を含みます。

2 父母
組合員又は組合員であった方の死亡時、５５歳以上の方に限ら
れます。支給開始は６０歳からとなります。

遺　　族

1

配
偶
者

妻

子がいる（※）
妻が優先的に受給します。日本年金機構から遺族基礎年金も併
せて支給されます。

子がいない

３０歳未満 ５年間の有期給付です。

３０歳以上
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３　年金の支給に関する留意点

（１）併給調整

　公的年金制度では、一人一年金が原則です。老齢や障害・遺族など給付事由の異なる年
金の受給権がある場合には、選択する一つの年金が支給され、他の年金は停止されます。
この選択については、いつでも将来に向かって変更すること（選択替え）ができます。

（２）退職一時金の返還

　昭和５４年１２月３１日以前に、組合員期間が１年以上２０年未満で退職した場合には
退職一時金を支給する制度がありました。
　この制度により退職一時金の支給を受けた期間が、年金額を計算する際の組合員期間に
含まれる場合には、同一の組合員期間について年金と一時金の二重の給付が行われること
を防止するため、受給した退職一時金の額に「利子」相当額を加えた額を共済組合に返還
することとされています。
　退職一時金の返還は、年金の支給額の２分の１相当額を年金から控除する方法（または
１年以内に現金で返還する方法）により行います。

４　離婚時の年金分割制度

　離婚時の年金分割制度とは、離婚等をした場合に、離婚する当事者それぞれの婚姻
期間中における保険料納付記録（掛金の標準となった標準報酬月額および標準賞与額）
を分割し、それぞれ自分の年金の基礎期間に算入することができる制度です。
※保険料納付記録を分割するものであり、「年金額」を分割するものではありません。

分割方法には、「合意分割」と「３号分割」の２種類あります。

請 求 期 限

平成１９年４月施行
合 意 分 割 制 度 ３ 号 分 割 制 度

・第３号被保険者

離婚等をした日の翌日から起算して２年以内

・当事者の一方

・婚姻期間
（平成１９年４月１日以前の期間
含む）

・平成２０年４月１日以後の第３
号被保険者期間

・上限５０％
　当事者間の合意又は裁判手続き
により按分割合を定める

・２分の１（一律）
　組合員の同意不要

平成２０年４月施行

対 象 期 間

分割の 割 合

分割の請求者
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５　請求関係について

（１）請求関係書類の受取について

※１　退職後に再就職されて厚生年金被保険者となった場合、最後に加入した実施機関より
　　必要書類が送付されます。
※２　二以上の種別の被保険者期間を有する方が請求する場合は、原則として一つの実施機
　　関に年金請求書を提出することによって、他の実施機関に係る老齢厚生年金・遺族厚生
　　年金も請求することができます。（ワンストップサービス）
※３　公立学校共済組合の組合員であった期間に、初診日がある場合に限ります。初診日に
　　おいて他の実施機関の被保険者であったときは、その実施機関に請求してください。

【参考】　実施機関

（２）年金の決定と支給

　(１)により受け取った請求書に必要事項を記入し、添付書類とともに公立学校共済組合本部
（または他の実施機関）に提出してください。
　公立学校共済組合本部にて、審査・決定し、請求者の方に年金証書等が送付されます。
　※他の実施機関の厚生年金を同時に請求できる場合は、他の実施機関において審査・決定を
　　し、請求者の方にそれぞれ年金証書等が送付されます。

対象者

民間会社員

国家公務員

地方公務員

私立学校の教職員

実施機関

日本年金機構

国家公務員共済組合

地方公務員共済組合
（公立学校共済組合等）

日本私立学校振興・共済事業団

被保険者の種別

一般厚生年金保険者

国共済厚生年金保険者

地共済厚生年金保険者

私学共済厚生年金保険者

受取方法

支給開始年齢になる１か月前ま
でに必要書類がご自宅に送付さ
れます。　※１.２

公立学校共済組合沖縄支部へ連
絡してください。

公立学校共済組合本部・沖縄支
部へ連絡してください。

年金の種類

年金払い退職給付
６５歳の誕生月

生年月日に応じた支給開始年齢に達
した時

遺族厚生年金　※２

請求手続き開始時期

組合員、年金待機者、年金受給者が
お亡くなりになられたとき

老齢厚生年金

障害厚生年金　※３

特別支給の老齢厚生年金

障害認定日または障害認定日後６５
歳に達する日の前日までの間

「支給開始年齢の誕生日の前日」に受給権発生

支給日

受給権が発生した日の属する月の翌月分から支給⇒

受給権発生 ⇒

年金の支給

⇒ 偶数月の１５日
（１５日が休日の場合はその前の平日）
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７　年金等相談窓口のご案内

　お問合せの際は、必ず、年金証書記号番号、年金待機者番号、組合員証番号又は基礎年金番号と

氏名をお知らせください。

　所 在 地 〒900-8571　那覇市泉崎1-2-2　県庁12階

　電話番号 ０９８-８６６-２０６６　（年金相談専用）

　受付時間 月曜日～金曜日(祝日・年末年始除く）

午前9時～12時、午後1時～5時

　所 在 地 〒101-0062　東京都千代田区神田駿河台2-9-5

公立学校共済組合本部　年金相談センター

　電話番号 ０３-５２５９-１１２２　（本部年金相談専用電話）

　受付時間 月曜日～金曜日（祝日・年末年始を除く）

午前9時～午後5時30分

名護年金事務所 ０９８０-５２-２５２２ 名護市東江1-9-19

コザ年金事務所 ０９８-９３３-２２６７ 沖縄市胡屋2-2-52

浦添年金事務所 ０９８-８７７-０３４３ 浦添市内間3-3-25

那覇年金事務所 ０９８-８５５-１１１１ 那覇市壷川2-3-9

平良年金事務所 ０９８０-７２-３６５０ 宮古島市平良字下里791

石垣年金事務所 ０９８０-８２-９２１１ 石垣市登野城55-3

○ワンストップサービス

　年金の裁定請求書は年金事務所または共済組合のいずれか一ヶ所に提出すればよいことになりま

す。また、年金相談についても同様です。

　なお、特定警察職員、特定消防職員の年金請求書や障害厚生年金の年金請求書などワンストップ

サービスの対象とならないケースもあります。

公立学校共済組合沖縄支部

公立学校共済組合本部　年金相談センター

日　本　年　金　機　構

７　年金等相談窓口のご案内

　お問合せの際は、必ず、年金証書記号番号、年金待機者番号、組合員証番号又は基礎年金番号と

氏名をお知らせください。

　所 在 地 〒900-8571　那覇市泉崎1-2-2　県庁12階

　電話番号 ０９８-８６６-２０６６　（年金相談専用）

　受付時間 月曜日～金曜日(祝日・年末年始除く）

午前9時～12時、午後1時～5時

　所 在 地 〒101-0062　東京都千代田区神田駿河台2-9-5

公立学校共済組合本部　年金相談センター

　電話番号 ０３-５２５９-１１２２　（本部年金相談専用電話）

　受付時間 月曜日～金曜日（祝日・年末年始を除く）

午前9時～午後5時30分

名護年金事務所 ０９８０-５２-２５２２ 名護市東江1-9-19

コザ年金事務所 ０９８-９３３-２２６７ 沖縄市胡屋2-2-52

浦添年金事務所 ０９８-８７７-０３４３ 浦添市内間3-3-25

那覇年金事務所 ０９８-８５５-１１１１ 那覇市壷川2-3-9

平良年金事務所 ０９８０-７２-３６５０ 宮古島市平良字下里791

石垣年金事務所 ０９８０-８２-９２１１ 石垣市登野城55-3

○ワンストップサービス

　年金の裁定請求書は年金事務所または共済組合のいずれか一ヶ所に提出すればよいことになりま

す。また、年金相談についても同様です。

　なお、特定警察職員、特定消防職員の年金請求書や障害厚生年金の年金請求書などワンストップ

サービスの対象とならないケースもあります。

公立学校共済組合沖縄支部

公立学校共済組合本部　年金相談センター

日　本　年　金　機　構
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７　年金等相談窓口のご案内

　お問合せの際は、必ず、年金証書記号番号、年金待機者番号、組合員証番号又は基礎年金番号と

氏名をお知らせください。

　所 在 地 〒900-8571　那覇市泉崎1-2-2　県庁12階

　電話番号 ０９８-８６６-２０６６　（年金相談専用）

　受付時間 月曜日～金曜日(祝日・年末年始除く）

午前9時～12時、午後1時～5時

　所 在 地 〒101-0062　東京都千代田区神田駿河台2-9-5

公立学校共済組合本部　年金相談センター

　電話番号 ０３-５２５９-１１２２　（本部年金相談専用電話）

　受付時間 月曜日～金曜日（祝日・年末年始を除く）

午前9時～午後5時30分

名護年金事務所 ０９８０-５２-２５２２ 名護市東江1-9-19

コザ年金事務所 ０９８-９３３-２２６７ 沖縄市胡屋2-2-52

浦添年金事務所 ０９８-８７７-０３４３ 浦添市内間3-3-25

那覇年金事務所 ０９８-８５５-１１１１ 那覇市壷川2-3-9

平良年金事務所 ０９８０-７２-３６５０ 宮古島市平良字下里791

石垣年金事務所 ０９８０-８２-９２１１ 石垣市登野城55-3

○ワンストップサービス

　年金の裁定請求書は年金事務所または共済組合のいずれか一ヶ所に提出すればよいことになりま

す。また、年金相談についても同様です。

　なお、特定警察職員、特定消防職員の年金請求書や障害厚生年金の年金請求書などワンストップ

サービスの対象とならないケースもあります。

公立学校共済組合沖縄支部

公立学校共済組合本部　年金相談センター

日　本　年　金　機　構
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第　２　章

給　　付



１　退職後の健康保険等について

　退職後、組合員の皆さまはいずれかの公的医療保険制度に加入することになります。

　フローチャートで確認してみましょう。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

※１ 国民健康保険料についての詳細は居住地市町村へご確認ください。

※２ 扶養認定の基準は各保険者により異なります。詳しくはご家族の加入している保険者へ

　  お問い合わせください。

※３ 健康保険の適用の有無についてはお勤め先へご確認ください。

※４ 夫婦ともに退職する場合、一方が任意継続組合員に加入し、一方がその被扶養者として

　　認定できる場合があります。また、一方が現職組合員の場合や、先に退職をして当共済

　　組合の任意継続組合員に加入している場合についても、その被扶養者として認定できる

　　場合があります。被扶養者になると、掛金（保険料）の負担はありません。

　　任意継続組合員もしくは国民健康保険に加入する前に、確認をしてください。

※５ 任意継続組合員制度は健康保険制度への加入です。

　　退職後の年金制度について、６０歳未満の方は、居住地の市町村で国民年金の加入手続き

    を行ってください。被扶養配偶者も同様の手続きになります。

いいえ

はいいいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はいはいはい

退職

退職した日の
翌日に再就職する

家族が加入している健康保険又は
共済組合の被扶養者条件に該当し

ており、被扶養者になれる

退職日の前日まで、引き続き１年以上の

組合員期間がある（転入前の期間も含む）

家族が加入している
健康保険又は共済組合

の被扶養者※2

就職先の健康
保険（共済組
合への再加入
含む）に強制
加入となる

国民健康保険の
被保険者※1

任意継続組合員
※４・５

毎月の掛金（保険料）や、保険給付

なども確認し、選択しましょう！

〈 本人の選択 〉
公立学校共済組
合の任意継続組

合員になる

共済組合の組合員又は健

康保険の被保険者※３
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1 487,152
10,428
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（P40）
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※１　法改正のため戸籍の改製が行われており、内容が省略されている場合は、改正原戸籍
 　　（改正前の古い戸籍）。

※２　認定対象者の属する世帯全員分（続柄省略不可）。

※３　日本国内に住所がない場合の添付書類について

※　その他①から④までに掲げるもののほか、渡航目的その他の事情を考慮して日本国内に生活

　の基礎があると認められる者については個別に判断する。

※４　協議日は事実発生年月日とすること。

※５ 組合員以外の扶養義務者が公立学校共済組合の組合員または被扶養者である場合は省略可。

　　 組合員以外の扶養義務者に給与収入以外の収入がある場合は、その収入に応じ（し）、

  　（す）、（せ）の該当する書類を提出すること。

※６

　（ケース１）　雇用保険に加入していない→・退職証明書兼雇用保険未加入証明書（P35）

　（ケース２）　雇用保険に加入しており、雇用保険法による失業給付を

　　受けない→　雇用保険被保険者資格喪失確認通知書の写し（ハローワーク発行）

　　受ける　→　雇用保険受給資格証の写し（ハローワーク発行）★

　（ケース３）　公務員が退職した場合→　退職辞令の写し　

義父母 　義父の場合は義母、義母の場合は義父、配偶者

兄弟姉妹 　父母、兄弟姉妹の配偶者、他の兄弟姉妹

配偶者 　無

子 　配偶者、子の配偶者

父母 　父の場合は母、母の場合は父、兄弟姉妹

③観光、保養又はボランティア活動その他就
労以外の目的で一時的に海外に渡航する者

査証、ボランティア派遣機関の証明、ボランティ
アの参加同意書等の写し

④組合員が外国に赴任している間に当該組合
員との身分関係が生じた者であって、②と同
等と認められるもの

出生や婚姻等を証明する書類等の写し

認定対象者 組合員以外の扶養義務者となる主な人

例外該当事由 添付書類

①外国において留学をする学生 査証、学生証、在学証明書、入学証明書等の写し

②外国に赴任する組合員に同行する者
査証、海外赴任辞令、海外の公的機関が発行する
居住証明書等の写し
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※１　法改正のため戸籍の改製が行われており、内容が省略されている場合は、改正原戸籍
 　　（改正前の古い戸籍）。

※２　認定対象者の属する世帯全員分（続柄省略不可）。

※３　日本国内に住所がない場合の添付書類について

※　その他①から④までに掲げるもののほか、渡航目的その他の事情を考慮して日本国内に生活

　の基礎があると認められる者については個別に判断する。

※４　協議日は事実発生年月日とすること。

※５ 組合員以外の扶養義務者が公立学校共済組合の組合員または被扶養者である場合は省略可。

　　 組合員以外の扶養義務者に給与収入以外の収入がある場合は、その収入に応じ（し）、

  　（す）、（せ）の該当する書類を提出すること。

※６

　（ケース１）　雇用保険に加入していない→・退職証明書兼雇用保険未加入証明書（P35）

　（ケース２）　雇用保険に加入しており、雇用保険法による失業給付を

　　受けない→　雇用保険被保険者資格喪失確認通知書の写し（ハローワーク発行）

　　受ける　→　雇用保険受給資格証の写し（ハローワーク発行）★

　（ケース３）　公務員が退職した場合→　退職辞令の写し　

義父母 　義父の場合は義母、義母の場合は義父、配偶者

兄弟姉妹 　父母、兄弟姉妹の配偶者、他の兄弟姉妹

配偶者 　無

子 　配偶者、子の配偶者

父母 　父の場合は母、母の場合は父、兄弟姉妹

③観光、保養又はボランティア活動その他就
労以外の目的で一時的に海外に渡航する者

査証、ボランティア派遣機関の証明、ボランティ
アの参加同意書等の写し

④組合員が外国に赴任している間に当該組合
員との身分関係が生じた者であって、②と同
等と認められるもの

出生や婚姻等を証明する書類等の写し

認定対象者 組合員以外の扶養義務者となる主な人

例外該当事由 添付書類

①外国において留学をする学生 査証、学生証、在学証明書、入学証明書等の写し

②外国に赴任する組合員に同行する者
査証、海外赴任辞令、海外の公的機関が発行する
居住証明書等の写し
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支部様式第１４号

才

〒 － 】

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 〒 －

住所

申出者

氏名

－ － 】

１． 組合員期間は、勤務年数の期間を記入してください。

２． 退職して翌月以降に住所を変更される場合は記載事項等変更申告書を提出ください。

所属所受付印

任 意 継 続 組 合 員 申 出 書

退職時の所属所名 退 職 時 の 組 合 員
記 号 番 号

氏　　　　　　　名 性　別 生　年　月　日
所 属 所 コ ー ド

月

女 昭・平

退　職　年　月　日 組合員期間
退職時の
満年齢

　　　　退　職　時　の　標　準　報　酬　の　月　額

月 日公　　　立　　　沖 男 元号 年

備　　　　　考

年号 年 月 日 年
　　標準報酬の等級：第（　　　　　　　　　　　　）級

令和

　　　円

退職日以降
住所変更のある方

新住所

【電話番号： 

掛金納付方法
１．　１年分前納 ２．　半年分前納 ３．　毎月納付

（いずれかに○すること）

地方公務員等共済組合法第１４４条の２第１項の規定により、任意継続組合員となることを希望するので申し出ます。

令和

【電話番号： 

共済組合受付印
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支部様式第14号関係

※ 現在、認定されている被扶養者について、就職等により認定の

継続を希望しない場合は、継続しない被扶養者氏名を下記に

　 記入し提出してください。

元

〒 ―

元

〒 ―

元

〒 ―

上記のとおり申告します。

　　公立学校共済組合沖縄支部長　殿 〒 ―

　

所属所受付印

任意継続組合員申出時の被扶養者取消確認書

退職時の所属所名 退 職 時 の 組 合 員
記 号 番 号 組　合　員　氏　名

所 属 所 コ ー ド

フリガナ

公　　　立　　　沖

取消を受けようとする者

1

氏名(フリガナは左詰、姓と名は1字あける)
性別 続柄

生　年　月　日

漢 字
　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令

年 月 日

住 所

住 所

2

氏名(フリガナは左詰、姓と名は1字あける)
性別

漢 字

フリガナ

続柄
生　年　月　日

　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令

年

　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令

年 月

月 日

共済組合受付印

日

フリガナ

住 所

3

氏名(フリガナは左詰、姓と名は1字あける)
性別 続柄

生　年　月　日

漢 字

　　令和　　　　年　　　　月　　　　日 組合員 住所

氏名
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支部様式第１５号

号

「1」または「2」どちらかの□の中にレ点を記入してください。

任意継続組合員でなくなることを申し出ます。

公立学校共済組合沖縄支部長 殿

年 月 日

－

申出者

－ －

１． 喪失後は、組合員証　・　被扶養者証を、速やかに送付（返却）してください。

２． 共済組合の組合員又は健康保険の被保険者となった場合、就職証明書又は健康保険証の写しを添付してください。

３． 個人番号を利用した情報連携により、医療保険資格情報に係る書類の添付が省略できます。ただし通常の処理期間に

加えて1週間程度の期間を要します。

共済組合受付印

任 意 継 続 組 合 員 資 格 喪 失 申 出 書

任意継続組合員記号番号 公　立　沖

住 所

電 話 番 号

氏 名

日

地方公務員等共済組合法第１４４条の２第５項の規定による、下記の理由により

記

理 由

退 職 年 月 日

2.個人番号による情報連携を利用しません。

令　和 月

1.個人番号による情報連携を利用します。

令和

〒　

年
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支部様式第１１号

　↓「　1　」または「　2　」どちらかの□の中にレ点を記入してください。
  

元

〒 ―

円

元

〒 ―

円

元

〒 ―

円

上記のとおり申告します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿 〒 ―

年 月 日 組合員 住　所

氏　名

１． 該当する申告の数字を○で囲んでください。

２． ※印欄は記入しないでください。

３．

４． 続柄欄は戸籍上の「長女」「二女」「長男」「二男」などと記載ください。

５．

被 扶 養 者 申 告 書

１． 認 定 申 告 ２． 取 消 申 告

任意継続組合員

※　１　個人番号による情報連携を利用します。所 属 所 名

所属所コード

組 合 員 氏 名

組 合 員 番 号 　　 ２　個人番号による情報連携を利用しません。

月 日

認定申告の場合、被扶養者の要件を備えた日から３１日以降の共済組合受付日となる場
合は、共済組合受付日からの認定日となります。この場合、認定日までの医療費につい
ては自己負担となります。

フリガナ
　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令

生 年 月 日

月 日 令和 年 月

住　所

日

漢字

住　所

　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令 1.男

年間所得推計額

2.女

　＜同居　・　別居＞

令和

漢字

個人番号を利用した情報連携により、一部書類の添付が省略できます。ただし通常の処
理期間に加えて1週間程度の期間を要します。又、所得の情報を市区町村から情報提供
してもらう場合には別途、同意書が必要です。

年 月 日

生 年 月 日

共済組合受付印

※ 認 定 年 月 日 ※ 取 消 年 月 日

令和 年

5 5

2

3

住　所

続柄 認定区分

2.特別

職　　業

氏名（フリガナは左詰、姓と名は１字あける）

　＜同居　・　別居＞

2.特別

性別

年間所得推計額

性別

1.男

2.女

続柄 認定区分

職　　業

　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令
年 月

氏名（フリガナは左詰、姓と名は１字あける）

漢字

フリガナ

フリガナ

　＜同居　・　別居＞

日

職　　業

資格喪失証明書の発行
（取消申告のみ記入）

※公的年金関係、 健康保険関係、住民票関係の場
合は必要な情報を右欄に記入。（新規認定は対象外）

性別

1.男

 　認定（取消）の事実発生年月日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

続柄 認定区分

2.特別
2.女

1 要　　2 不要

認　定　（取　消）　を　受　け　よ　う　と　す　る　者

1

氏名（フリガナは左詰、姓と名は１字あける） 生 年 月 日

700037 　 認定(取消)の具体的理由

年間所得推計額

年
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支部様式第12号関連

＜該当する方に○を付けてください。＞

　上記の被扶養者について、前回の認定（新規認定、継続認定、または検認時）から、今回の

取消日までの間、収入は、

　全くありません。

　収入はあるが、３か月連続で基準月額（108,334円）を超える月はありません。

（※ 公的年金受給者の場合は、基準月額：15万円。）

申立理由・・・（※ 組合員の意思等による取消の場合は、理由を記入してください。）

　上記の理由により、令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日をもって取消します。

上記のとおり申し立てます。

　　 公立学校共済組合沖縄支部長　殿

令和 年 月 日 組合員氏名

元号　　3.昭　4.平　5.令

元 年 月 日

取 消 に 関 す る 申 立 書 （ 特 別 認 定 用 ）

組　合　員　氏　名

取　消　対　象　者　氏　名 生　　年　　月　　日

組 合 員 番 号
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支部様式第１２号

　有（ ） ・ 有 （手続中含む） 無

円

　< 内訳 >　※事実発生日から将来１年間の見込みとして、現時点で想定できる金額をご記入ください。

・ 国民年金 年 円 ・ 給与 （アルバイト等含む） 年 円

・ 厚生年金（遺族年金含む）年 円 ・ 自営業、農業等 年 円

・ 共済年金（遺族年金含む）年 円 ・ 資産（地代、家賃、利子等） 月 円

・ 障害を事由とする年金等 年 円 ・ 雇用保険の基本手当日額 日 円

・ 個人年金 年 円 ・ 組合員からの送金額 (※) 年 円

・ その他 （　　　　　　　　　） 年 円 (※) 認定対象者が子と配偶者以外の場合に記入。

＜ ＞

・ 当認定を受けようとする者は主に組合員の収入により生活して　います。　・　いません。

・ 当認定を受けようとする者の収入は130万円※１　　　未満です。　　・　　以上です。

（※１　障害年金受給要件該当または60歳以上の者は180万円）

＜ ＞

・ 現在の扶養の状況や、組合員以外の者が扶養できない理由を詳細に記入してください。

上記のとおり、認定を受ける者は、私が扶養していることを申し立てます。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所
令和　　 年　　 月　　 日 組合員

氏　名

同居　・　別居

組
合
員
以
外
の
扶
養
義
務
者

（特別認定用）

所属コード 所 属 所 名 組 合 員 番 号 組 合 員 氏 名

扶 養 事 実 申 立 書

年 齢

氏 名 1.男　2.女

同居　・　別居

700037 任意継続組合員

認 定 対 象 者 性 別 続 柄

氏　　名 職　業
年間総収入の

見込み額
認定対象者

からみた続柄
 区　　　 分 年齢

同居　・　別居

同居　・　別居

同居　・　別居

扶
　
養
　
事
　
実
　
申
　
立

該当する方に○を付けてください。

組合員の扶養が必要な理由について

02

 区　　 分 認 定 区 分

年間総収入の見込み額

職 業   無
雇用保険法に基づく

失　業　給　付

同居　・　別居
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支部様式第１２号関連

公立学校共済組合沖縄支部長　　殿

1 （ ）

2 （ ）

3 （ ）

　上記の者について、扶養義務者協議の結果 ） が

扶養することとします。

協議日 令和 年 月 日

＜ ＞

■ 印

1 印

2 印

3 印

4 印

5 印

※ 扶養義務者がそれぞれ遠隔地に居住しているため、協議書の作成に時間を要する場合は別紙でも可。

氏　名

氏　名

氏　名

扶 養 に 関 す る 協 議 書

所 属 コ ー ド 所 属 所 名 組 合 員 番 号 組 合 員 氏 名

認 定 対 象 者 続柄コード

氏　　名

扶 養 義 務 者

組 合 員 氏 名

氏　　名

氏　　名

700037 任意継続組合員

（氏 名

氏　　名

氏　　名
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支部様式第１２号関連

公立学校共済組合沖縄支部長　　殿

印

年 月 日

年 月 日

年 月 日

在職中、雇用保険の加入の有無 有 ・ 無

上記のとおり証明します。

令和 年 月 日

印

- -

退職証明書兼雇用保険未加入証明書

氏 名

退 職 者 在 職 時 住 所

入　社　日 昭　・　平　・　令

生 年 月 日 昭　・　平　

退　職　日 平　・　令

事 業 所 所 在 地

事 業 所 名 称

事 業 主 氏 名

連 絡 先
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支部様式第１２号関連

〈　雇　用　形　態　〉

〈　給与等の支払（見込）額　〉

☆令和　　　年　　　月の前３か月分と向こう１年間の支払実績（見込）額をご記入下さい。
　　（扶養事実発生月）

☆

上記のとおり相違ないことを証明します。

令和　　 年　　 月　　 日

印

- -

円 円

円

円

円

円

円

円

円

※共済記入欄

円

円

円

円

円

契約期間 　　　　　　　　　　年　 　　　月　　 　　日から　　 　　　　　　　年　　 　　月　　 　　日まで

健康保険の適用 有　・　無 雇用保険の適用 有　・　無

給与支給日

賞与等

　　　　　日締め、（ 当月 ・ 翌月 ）　　　　　日払い、金融機関休業日は（ 翌 ・ 前 ）営業日払い

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

給与総支給額
(通勤・その他手当を含む)

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

実績　・　見込 　年　　　月　　　日

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

給与支払証明書

被 雇 用 者

氏 名 ：

住 所 ：

雇用開始日 　　 　　　　年　　　　 月　　　　 日　期間の定め（有 ・ 無） 離職日 　　　　　　年　　　月　　　日

円

　　年　　　月　　　日 実績

　　年　　　月　　　日 実績

　　年　　　月　　　日 実績

支払年月日（給与支給日）

給与形態 　月額　・　日額　・　時給　　　　　　　　　　　単価　　　　　　　　　　　　円

勤務形態 　１月あたりの平均労働日数　　　　　　　　　　日 　１日あたりの平均労働時間　　　　　　　　　　　時間　　

その他の手当 　通勤手当　　　　　　　　　円／（月・日）　　　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

区分
（○で囲む）

事 業 主 氏 名

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

電 話

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込 円

合　　　　　　計

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

円

円

事 業 所 所 在 地

事 業 所 名 称

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

円

円

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込
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支部様式第１２号関連

元

〒 ―

＜ ＞

・ 送金の方法　　銀行振込　・　現金書留　・その他（　                       　      　　　　　　　）

・ 送金時期　　毎月（　　　　　日）　・　その他（　                          　  　　　　　　　　　　　）

・ 一回の送金額　　定額　　　　　　　円　・　変動※ ※　送金一覧を作成し添付してください。

＜送金の事実が確認できる書類（扶養事実発生月分を含む）を添付＞

【別居している被扶養者の認定判定表】※Ａ～Ｃは必ずご記入下さい。

Ａ

円

Ｂ

円

Ｃ

円

Ｄ Ｅ

円 円

上記のとおり申し立てます。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日
住　所

組合員
氏　名

所 属 コ ー ド 所 属 所 名 組 合 員 番 号 組 合 員 氏 名

続柄

氏名 年 月 日

生　　年　　月　　日
性別

男 ・ 女

フリガナ

送 金 証 明 書

組合員の
年間送金額

下記に当てはまる場合は認定可能

＋

700037 任意継続組合員

被扶養者（送金を受けている者）

認定
区分元号 　3.昭 　4.平　5.令

0 2

住　所
（別居）

送
　
金
　
状
　
況

該当する方に○を付け、必要事項を記入してください。

＋ Ａ　組合員の年間
送金額

＞
Ｂ　組合員以外の

年間送金（負担）額
被扶養者自身の

年間収入（見込）額
※送金（負担）者が複数いる場
合は個別の金額で判断する。

Ａ　組合員の年間
送金額

≧ Ｅ　送金基準額

組合員以外の年間
送金（負担）額 且つ、

令和

＝
送金基準額

被扶養者の全収入 ÷ ３ ＝
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支部様式第１６号

１． ４．

２． ５．

３．

↓「　1　」または「　2　」どちらかの□の中にレ点を記入してください。

　住所変更

　氏名変更等

　指定口座変更

　

〒 ― 年 月 日

年 月 日

元

0187  琉球銀行

0188  沖縄銀行

上記以外
→当該銀行コードを右欄へ記入

上記のとおり申告します。

〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所
年 月 日 組合員

氏　名

１. この様式の記入方法は裏面をご参照ください。

２. 氏名変更の場合は、住民票の写しまたは戸籍（謄本か抄本）の写しと、各証を添付ください。また、口座名義が変更と

なる場合は、銀行等への変更手続き終了後にご提出ください。

３. 住所変更された方は、住民票の写しを添付ください。組合員証等の返却は必要ありません。

証の裏面の住所を記入されている場合はご本人で修正をお願いします。

４. 個人番号を利用した情報連携により、一部書類の添付が省略できます。ただし通常の処理期間に加えて1週間程度

の時間を要します。

任 意 継 続 組 合 員 証 特 定 疾 病 療 養 受 療 証

任意継続組合員被扶養者証 高 齢 受 給 者 証

共 済 組 合 受 付 印

記 載 事 項 等 変 更 申 告 書

限 度 額 適 用 認 定 証

所 属 所 名 任意継続組合員 1．個人番号による情報連携を利用します。

組 合 員 氏 名
住 所 変 更 対 象 者 被 扶 養 者 氏 名

組合員番号

所 属 コ ー ド 700037 2．個人番号による情報連携を利用しません。

変　更　事　項　（変　わ　っ　た　所　の　み　記　入　し　て　く　だ　さ　い。）

新　住　所
住所変更日  令和

　

変更理由

　組合員本人

　被扶養者

※右欄へ氏名記入

旧
フリガナ 性 別 続 柄

氏      名 氏名

変 更 等

新

改姓日
令和

氏名

※ 右 欄 へ 記 入 銀行コード
本支店
コード

本　支　店　名
口　座　番　号

 ※数字は右詰で記入し、余白
　  は0で埋めてください。

生 年 月 日
元号　3 昭　4 平　5 令

フリガナ 年 月 日

(組合員名義)

指 定 口 座

令和
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支部様式第１６号

１． ４．

２． ５．

３．

↓「　1　」または「　2　」どちらかの□の中にレ点を記入してください。

　住所変更

　氏名変更等

　指定口座変更

　

〒 ― 年 月 日

年 月 日

元

0187  琉球銀行

0188  沖縄銀行

上記以外
→当該銀行コードを右欄へ記入

上記のとおり申告します。

〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所
年 月 日 組合員

氏　名

１. この様式の記入方法は裏面をご参照ください。

２. 氏名変更の場合は、住民票の写しまたは戸籍（謄本か抄本）の写しと、各証を添付ください。また、口座名義が変更と

なる場合は、銀行等への変更手続き終了後にご提出ください。

３. 住所変更された方は、住民票の写しを添付ください。組合員証等の返却は必要ありません。

証の裏面の住所を記入されている場合はご本人で修正をお願いします。

４. 個人番号を利用した情報連携により、一部書類の添付が省略できます。ただし通常の処理期間に加えて1週間程度

の時間を要します。

任 意 継 続 組 合 員 証 特 定 疾 病 療 養 受 療 証

任意継続組合員被扶養者証 高 齢 受 給 者 証

共 済 組 合 受 付 印

記 載 事 項 等 変 更 申 告 書

限 度 額 適 用 認 定 証

所 属 所 名 任意継続組合員 1．個人番号による情報連携を利用します。

組 合 員 氏 名
住 所 変 更 対 象 者 被 扶 養 者 氏 名

組合員番号

所 属 コ ー ド 700037 2．個人番号による情報連携を利用しません。

変　更　事　項　（変　わ　っ　た　所　の　み　記　入　し　て　く　だ　さ　い。）

新　住　所
住所変更日  令和

　

変更理由

　組合員本人

　被扶養者

※右欄へ氏名記入

旧
フリガナ 性 別 続 柄

氏      名 氏名

変 更 等

新

改姓日
令和

氏名

※ 右 欄 へ 記 入 銀行コード
本支店
コード

本　支　店　名
口　座　番　号

 ※数字は右詰で記入し、余白
　  は0で埋めてください。

生 年 月 日
元号　3 昭　4 平　5 令

フリガナ 年 月 日

(組合員名義)

指 定 口 座

令和

１ 組合員欄
（１） 組合員氏名 ： 住民票に記載のとおり、漢字も正確に記入してください。
（２） 組合員番号 ： 組合員証に記載されている組合員番号を記入してください。
（３） 変更理由 ： 該当するものにレ点を記入してください。
（４） 個人番号による ： 「1 個人番号による情報連携を利用します。」、「2 個人番号による情報連携を利用しません。」のいずれかにレ点を記入してください。

　【個人番号による情報連携とは】

　　個人番号（マイナンバー）による情報連携を利用することを希望した場合、組合員や被扶養者の住所情報等について、公立学校共済

組合から関係機関に情報照会をすることが可能となります。情報連携を利用することで、次の添付書類は省略可能となります。

申告

　【情報連携についての留意事項】

　　
（５） 住所変更対象者 ： 対象者にレ点を記入してください。
（６） 被扶養者氏名 ： 住所変更の対象となる被扶養者氏名を記入してください。

２ 変更事項欄 （変わった所のみ記入してください。）

（１） 新住所 ： 〒 9 9 9 - 9 9 9 9 　住所変更日 R2年4月1日

（２） 氏名変更等 ：
（３） 指定口座 ： 原則、指定金融機関（申告書にある２つの金融機関）で登録ください。指定金融機関以外を登録する場合は、当該銀行コードを記入

ください。数字は右詰で記入し、余白は0で埋めてください。

※右欄へ記入 本支店名

0187 琉球銀行

0188 沖縄銀行

上記以外

→当該銀行コードを右欄へ記入

（４） 本人申告欄 ： 「 上記のとおり申告します。」と記載された欄について、申告日、組合員住所、組合員氏名を記入してください。

３ 添付書類 

 ①住民票の写し

 【国内居住要件の例外に該当する場合】

 退職のしおり「任意継続組合員の被扶養者の認定・取消」に記載

 されている、日本国内に住所がない場合の添付書類を添付。

 ①任意継続組合員証等

 ②住民票又は戸籍（謄本か抄本）の写し

 添付書類不要

【記載事項等変更申告書記入方法】

情報連携

情報連携が可能な書類

住所変更
氏名変更等

　住民票の写し

・ 情報連携を利用する場合であっても、個人番号（マイナンバー）の報告は不要です。レ点の記入のみで情報連携可能です。

・ 情報連携を利用した場合、照会結果を得るまでに１週間程度の期間を要します。お急ぎの方は紙媒体で書類を提出してください。

・ 情報連携の結果、十分な内容確認ができない場合は、紙媒体での書類提出を求めることがあります。

【例】

住所

住民票の住所を「字」や建物名、部屋番号等を省略せず正確に記入してください。

なお、国内居住要件の例外に該当する場合は、住所欄に郵便番号「999-9999」、
　（国内居住要件の例外に該当）　アメリカ

「国内居住要件の例外に該当」、「国名」を記載してください。（右記参照）

旧氏名、新氏名について、住民票に記載のとおり、漢字も正確に記入してください。

【例】
指定口座

（組合員名義）

銀行コード 本支店コード 口座番号

0 1 8 7 0

口 座 変 更

7 6 5 4

住 所 変 更

氏名変更等

1 2 〇〇支店 0 9 8
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支部様式第11号関連

年 月 日

年 月 日

年 月 日

上記のとおり報告します。　
（※被扶養者報告の場合）被扶養者の個人番号の本人確認は私が行いました。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日
組合員氏名 印

１． この様式の利用目的及び本人確認方法は、裏面をご参照ください。

共済組合受付印

個人番号報告書（任意継続組合員）

所属所名 所属所コード 組合員番号

任意継続組合員 700037

2．女

被
扶
養
者
①

氏名 個人番号

性別
1．男

元号

生年月日
元号

続柄

続柄
2．女

被
扶
養
者
③

氏名 個人番号

性別
1．男

被
扶
養
者
②

氏名 個人番号

性別
1．男

生年月日

令和

生年月日
元号

続柄
2．女

− 40−



【個人番号の利用目的について】

　当組合は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第１

の２４の項に規定する「厚生年金保険法による年金である保険給付若しくは一時金の支給又は保

険料その他徴収金の徴収に関する事務」及び３９の項に規定する「地方公務員等共済組合法によ

る短期給付若しくは年金である給付の支給若しくは福祉事業の実施又は地方公務員等共済組合

法の長期給付等に関する施行法による年金である給付の支給に関する事務」のために、個人番号

を利用します。

【番号確認及び身元確認について】

　被扶養者の個人番号の提供を受ける際は、組合員が本人確認を行うため、本人確認書類の提示は

必要ありません。

　下記のいずれか１つの番号確認書類 　下記のいずれか１つの身元確認書類

　〇個人番号カード（裏面） 　〇個人番号カード（表面）

　〇通知カード 　〇運転免許証又は運転経歴証明書

　〇個人番号が記載された住民票（写し）又は 　〇旅券（パスポート）

　　住民票記載事項証明書 　〇身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳

　　又は療養手帳

　〇在留カード又は特別永住者証明書

　上記の身元確認書類を有していない場合は、下

　記のいずれか２つの身元確認書類

　〇公的医療保険の被保険者証

　〇年金手帳

　〇児童扶養手当証書又は特別児童扶養手当証書

　〇その他住民票等

※被扶養者申告書を提出の際に、本人確認書類の提出は必要ありません。
　

本人確認書類

番号確認書類 身元確認書類
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支部様式第１９号

※

－ －

上記のとおり申請します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 〒 ―

住　所

組合員

氏　名

１． ※欄は記入しないでください。

2． 続柄欄は戸籍上の「長女」「二女」「長男」「二男」などと記載ください。

3． 「申請日の属する月の標準報酬月額」が不明な場合は空欄で提出ください。

公立学校共済組合限度額適用認定申請書

共済組合受付印

所 属 所 名 組 合 員 氏 名
備　考

所 属 コ ー ド 組 合 員 番 号

適 用 対 象 者 氏 名 続柄

年

申請の日の属する月の標準報酬月額 円（掛金の基礎となる標準報酬月額）
判
定

任意継続組合員

700037

生 年 月 日 昭和　　・　　平成　　

生 年 月 日 日昭和　　・　　平成　　・　令和

年日 から

日月

月年

月 日 まで令 和

令和

年

医 療 機 関 名
Ｔｅｌ

入 院 （ 通 院 ） 予 定 期 間 月 令 和
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支部様式第１３号

特定疾病療養受領証

高齢受給者証

元

1

2

3

4

紛失の場合は、いつ、どこで、誰が、どのような状態で亡失したか等、詳細に記入してください。

上記のとおり再交付申請します。

なお、紛失の場合は、その組合員証等が不正に使用されたときは、私の責任において処理します。

〒 ―

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所

年 月 日 組合員

氏　名

１. 紛失等の場合は悪用される恐れがありますので、警察に届け出ることをお勧めします。

２． 損傷の場合は、その証を添付してください。

理由
生 年 月 日

任意継続組合員 任意継続組合員被扶養者証

氏　名
1.　紛失
2.　損傷

氏　名

氏　名
1.　紛失
2.　損傷

1.　紛失
2.　損傷

男 ・ 女

男 ・ 女

1.　紛失
2.　損傷

男 ・ 女

男 ・ 女氏　名

令和

任意継続組合員証

所 属 所 名

所属所コード

組 合 員 氏 名

続柄元号　3.昭　4.平　5.令

年 月 日

限度額適用認定証

被扶養者氏名（再交付の場合に記入） 性別

700037

組 合 員 番 号

共済組合受付印

再 交 付 申 請 書

再 交 付 を 行 う 証　（該当にレ点）
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　　 ≪ 紛失理由 ≫　いつ、どこで、誰が、どのような状態で亡失したか等、詳細に記入してください。 

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

　資格喪失または組合員証等の記載事項等変更の際に、組合員証等を返還するところですが、

上記理由により返還することができないため届出ます。

　なお、紛失した組合員証等が不正に使用された場合は、私の責任において処理します。

令和 年 月 日

　 組合員

- -

１. 対象者が複数人いる場合は、人数分作成してください。

２. 紛失等の場合は悪用される恐れがありますので、警察に届出することをお勧めします。

※ この届出は、資格喪失または記載事項等変更の際に、証の返還ができない方が提出する書類になります。

　　再交付を希望の場合は、「再交付申請書」を提出ください。

対　象　者　氏　名

700037

続　柄 生　年　月　日
元号　3.昭　4.平　5.令

元

連絡先

所 属 所 名 組合員氏名 紛 失 し た 証　（該当にレ点）

任意継続組合員証組合員番号 特定疾病療養受領証所属所コード

氏　名

月

紛　　失　　届

任意継続組合員被扶養者証 高齢受給者証

住　所

限度額適用認定証

年 日

任意継続組合員

− 48−



　　 ≪ 紛失理由 ≫　いつ、どこで、誰が、どのような状態で亡失したか等、詳細に記入してください。 

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

　資格喪失または組合員証等の記載事項等変更の際に、組合員証等を返還するところですが、

上記理由により返還することができないため届出ます。

　なお、紛失した組合員証等が不正に使用された場合は、私の責任において処理します。

令和 年 月 日

　 組合員

- -

１. 対象者が複数人いる場合は、人数分作成してください。

２. 紛失等の場合は悪用される恐れがありますので、警察に届出することをお勧めします。

※ この届出は、資格喪失または記載事項等変更の際に、証の返還ができない方が提出する書類になります。

　　再交付を希望の場合は、「再交付申請書」を提出ください。

対　象　者　氏　名

700037

続　柄 生　年　月　日
元号　3.昭　4.平　5.令

元

連絡先

所 属 所 名 組合員氏名 紛 失 し た 証　（該当にレ点）

任意継続組合員証組合員番号 特定疾病療養受領証所属所コード

氏　名

月

紛　　失　　届

任意継続組合員被扶養者証 高齢受給者証

住　所

限度額適用認定証

年 日

任意継続組合員

＜情報連携用＞

公立学校共済組合沖縄支部長　　殿

　私は、公立学校共済組合沖縄支部が下記の事務手続きを処理するために限って、

地方税関係情報を取得することに同意します。

　なお、本書の提出の際の事務処理に限っての同意であることを申し添えます。

　　高額療養費の支給に係る審査事務

　　高額介護合算療養費の支給に係る審査事務

　　被扶養者認定に係る審査事務

　　組合員被扶養者証の検認又は更新事務

　　一部負担金の割合に係る審査事務

　　食事療養標準負担額の減額に関する特例の請求に係る審査事務

　　生活療養標準負担額の減額に関する特例の請求に係る審査事務

　　限度額適用・標準負担額減額の認定の申請に係る審査事務

　令和　　　年　　　月　　　日

  ※申請する年の１月１日時点の住民票上所在地を記入すること。

留意点
（1）同意する者が自ら署名を行うこと。
（2）代理人が同意書を署名する場合、本人からの委任状（様式は任意）を提出すること。
（3）同意書と併せて提出する書類に、同意が必要な者の住所が記入されている場合は、同意書へ
　　 の住所の記入を省略しても差し支えないこと。
（4）同意が必要な者が複数名いる場合は、一人一枚ではなく、住所欄及び氏名欄を追加して記載
　　 し、複数名で一枚の同意書として差し支えないこと。

住　　　所

同意書

記

申
請
者

（

組
合
員
）

同
意
者

氏　　　名

住　　　所

氏　　　名

※

※

都 道

府 県

都 道

府 県

市 区

町 村

市 区

町 村
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第　３　章

福　　祉



１　特定健康診査・特定保健指導

　退職後の健診事業は、加入する公的医療保険制度に基づき実施されることになり、公立学校

共済組合の任意継続組合員になる方、公立学校共済組合に加入している家族の被扶養者になる

方には、公立学校共済組合が健診事業『特定健康診査・特定保健指導』を実施します。

　公立学校共済組合では、生活習慣病を予防するために40歳から74歳までの組合員、任意継続

組合員及びその被扶養者の方を対象に、健診を実施しています。これを『特定健康診査（特

定健診）』といい、公立学校共済組合を含め、各医療保険者は法律で実施を義務づけられてお

ります。

　特定健診とは、メタボリックシンドロームの予防に重点を置き、早期に発見・改善するため

に実施します。

　また、特定健診の結果で、メタボリックシンドロームのリスクがある方には、健診当日や

後日、『特定保健指導』も実施しており、その対象者には、保健師や管理栄養士などの専門

スタッフが面談・電話・メールなどにより、生活習慣を改善できるよう支援します。

（1）特定健診の受診方法

　現役組合員の間は、「人間ドック受診券（黄色や青色の補助券）」をお配りし、人間ドック

の受診をご案内しておりましたが、退職後の任意継続組合員、被扶養者の皆様には、「特定健

康診査受診券（セット券）」を、５月～６月頃、ご自宅に郵送します。この受診券を使って、

以下の方法等により、特定健診をご受診ください。

①　特定健診を実施している医療機関（県内に約360カ所あります）

　※受診券を使って自己負担なく、特定健診を無料で受診できます。

②　市町村が実施している住民健診会場

　※受診券を使って自己負担なく、特定健診を無料で受診できます。

③　人間ドックで特定健診受診券が使える医療機関

　※受診券を使って特定健診分の補助が受けられます。差額は自己負担となります。

　※市町村が配付する各種がん検診受診券も一緒に人間ドックで利用できます。

　※沖縄県教職員共済会の人間ドック補助金は、退職互助部にお問い合わせください。

（2）特定保健指導の利用方法

　特定健診の結果により、保健指導レベル＜動機付け支援（メタボ一歩手前の方＞、＜積極

的支援（メタボのリスクが高い方）＞に該当する方は、以下の方法等により、特定保健指導

をご利用ください。自己負担なく、無料で利用できます。

①　特定健診を受診した当日その医療機関で、初回の特定保健指導を利用

　※健診当日に特定保健指導まで利用できる医療機関が県内約20カ所あります。

②　特定保健指導実施医療機関（県内約40カ所）または共済組合委託特定保健指導を利用

　※健診受診後、該当する方には「特定保健指導利用券」をお送りします。
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２　退職後の福祉保険制度について （ファミリー年金・傷病休職給付金・医療費支援制度・元気づくりサービスコース）

「福祉保健制度」は、退職時の年齢に関わらず、退職後（組合員資格喪失後）も継続加入となりま

す。

退職した年の10月末日まで保障期間が継続され、脱退のお申出がない場合は11月１日以降も自動更

新(※)となります。退職後継続加入中は、新規加入・増額の取扱いはできません。脱退・減額は毎年

７月頃にご自宅へ届く更新手続書で手続きが可能です。また、期間途中での保障内容の変更はできま

せんが、受取人や住所等は期間途中でも変更可能です。

(※)保険期間は１年間(11月１日～翌年10月31日)で以後、毎年更新

＜制度別の継続加入可能年齢＞

ファミリー年金

傷病休職給付金

保険年齢75歳まで更新継続可能（本人・配偶者共通)

特定疾病給付金

元気づくりサービスコース

(注)ファミリー年金の死亡給付金の単独加入はできません。死亡給付金と傷病休職給付金のみの

ご加入の場合、傷病休職給付金の保障終了と同時に死亡給付金も脱退となります。

３　退職後のアイリスプランについて

（１）年金コース

年度末時点で満60歳以上の方については、退職手続きの案内通知を12月末～翌年１月頃に

自宅あて送付しますので、その案内に従って手続きを行ってください。

　年度末時点で満60未満の退職予定者は、下記の教職員生涯福祉財団サービスセンターまで

ご連絡ください。

（２）　医療・日常事故コース

退職後も加入を継続できます。医療コースは満90歳まで、日常事故補償コースは生涯に

わたり継続できます。

（３）介護保障コース

教職員共済と損害保険ジャパンとの直接契約という形で、継続できます。

制度名

入院費用給付金
（女性疾病給付金を含む)

お問合せ窓口

給付金の請求 ０１２０－６６０－９９８

保険年齢84歳まで更新継続可能

継続加入可能年齢

照会内容

保険年齢84歳まで更新継続可能(本人・配偶者共通）

継続不可（在職中の就業障害に対する給付のため、退職日の属する月の末日で脱退)

保険年齢22歳まで更新継続可能(こども）

保険年齢75歳まで更新継続可能(本人・配偶者共通）

電話番号 開設時間

公立学校共済組合
福祉保険制度担当

制度内容全般
登録内容の変更等

０１２０－７７８－５９９

０１２０－８７８－６２６

お問合せ窓口 照会内容

月～金曜日
（祝日・年末年

始を除く）
10：00～16：00請求相談センター

電話番号 開設時間

教職員生涯福祉財団
サービスセンター

年金コース、
医療・日常事故コース

０１２０－４９１－２９４ 月～金曜日
（年末年始・祝日

を除く）
10：00～17：00

株式会社一ツ橋
サービス

介護保障コース
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     ４　貸付けの未償還元金について

　　（１）住宅及び一般貸付け等の貸付けを受け、退職時点で未償還元金がある場合は、貸付借用証

　書第３項に基づき退職手当から控除します。（退職者本人の手続きは特にありません。）

　　（２）住宅貸付け、住宅災害貸付け、または教育貸付けの「だんしん」（団体信用生命保険制度）

　適用者の終了手続きは、全額償還後に沖縄支部で行います。

　　（３）全額償還後の未経過月数に応じて、「だんしん」の保険料が返戻されます。

　　（４）貸付金の未償還額を退職手当からの控除により返済後も、４月・５月に保険料の引き落と

　し日がある方については、保険料が引き落とされます。引き落とし後の概ね２か月後に精算

　されるため、口座を閉鎖しないでください。

(※1)再任用組合員等とは

特別貸付け
再任用組合員等が臨時に資金を
必要とする場合

給料月額×3/10×残
任月数（最高限度額
200万円）

毎月償還、一部繰上償還、全額
繰上償還、即時償還とし、ボー
ナス併用償還は適用しない。ま
た償還猶予は適用しない。

再任用組合員等 (※1)への貸付けについて

貸付の種類 貸付事由 貸付限度額 償還方法等

高額医療貸付け

法第62条の２に規定する高額療
養費の支給の対象となる療養を
受けるため組合員が資金を必要
とする場合

高額療養費相当額
高額療養費支給時に一括して控
除

出産費貸付け

法第63条に規定する出産費又は
家族出産費の支給の対象となる
出産（出産費等の直接支払制度
の適用を受ける出産を除く。）
に係る支払いのため組合員が資
金を必要とする場合

出産費又は家族出産
費相当額

出産費又は家族出産費支給時に
一括して控除

再
任
用
組
合
員
等

暫定再任用職員
地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年
法律第63号）附則第４条

臨時的任用職員
地方公務員法（昭和25年法律第261号）
第22条の３

フルタイム会計年度任用職員 施行令第２条第１項第５号

パートタイム会計年度任用職員
任期付短時間職員
暫定再任用短時間職員
定年前再任用短時間職員

施行令第２条第１項第６号及び7号

任期付職員（育児）
地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３
年法律第110号）第６条第１項第１号

任期付職員（一般職）
地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関
する法律（平成14年法律第48号）第３条又は第
４条

その他の職員
貸付規則第２条第１号から第５号までの者に準
じる雇用契約により雇用され、組合員資格を取
得している者
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